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ABSTRACT 

 

企業におけるサバイバー・シンドロームとは、リストラの生き残り（サバイバー）である

従業員を襲う心理的な反応を指す。リストラから生き残った従業員は、次は自分が解雇され

る番かもしれないという不安や、上級管理職に対する不信感を抱く。さらに、人員削減によ

る業務量の増大や長時間労働によってバーンアウト（燃え尽き症候群）につながる等といっ

た特有の心理的反応を示すことが多くの研究によって明らかとなってきた。こうした特有の

心理的反応は、結果的に作業能率の低下を招くとされる。リストラはもともと、組織の機能

の無駄を廃し効率化するために組織を再構築することを目的としているが、リストラ実施が

経済的効果を上げているとは必ずしもいえない。多くの研究では、リストラ実施後に自分自

身あるいは組織に対して否定的な反応を示すことが報告されており、本稿ではそうしたリス

トラが組織に残された人々へ与える心理的影響に関する研究を中心にレビューを行った。 
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Ⅰ．はじめに 

 

企業におけるサバイバー・シンドロームとは、リストラの生き残り（サバイバー）である

従業員を襲う心理的な反応を指す。リストラの実施された企業で働いていれば、将来再び人

員削減が起こった時に、自分がリストラされるのではないかと恐怖心を抱く。また、会社へ

献身的に尽くそうとも雇用され続けるわけではなく、会社から裏切られたように感じ不信感

を持つ。さらに、同僚が解雇されたにも関わらず自分が雇用され続けていることへの罪悪感

を抱いてしまう等、リストラされた従業員だけでなくリストラから生き残った従業員もまた、

特有の心理的反応を示すことが多くの研究によって明らかとなってきた。 

「リストラ」とは本来、「リストラクチャリング（restructuring）」という事業再構成を意

味する言葉である。計画的な人員削減を意味する言葉としては「ダウンサイジング

（downsizing）」、強制的な一時休業や解雇を意味する言葉としては「レイオフ（lay-off）」で

あるが、日本では計画的な人員削減を示す言葉として、「リストラ」を用いることが定着して

いる。 

近年のグローバライゼーションや IT 革命は、企業間の競争の激化と経済効果の追求に拍車

をかけ、それに伴うリストラクチャリングやダウンサイジング、年俸制や裁量労働制の導入、

そのほか、労働人口の高齢化、女子就労の増加、長引く経済不況、社会における個人主義傾

向の進展などは、それぞれが影響しあいながら労働環境にも大きな変化をもたらしている（永

田，2000）。労働省（1999）の調査では、失業に対する不安を感じる人は全体の 67％に達し

ており、リストラクチャリングやダウンサイジングに伴う雇用への不安がうかがえる。2008

年秋のリーマン・ショック以来、雇用不安は深刻化しているが、失業者個人への心理的援助

の研究は、欧米に比べて依然として盛んとは言えない（廣川，2010）。そして、サバイバー・

シンドロームに関する文献は、これまで国内では数件ほどしか見られなかった。失業者本人

への対応すら十分とは言えない現状であり、リストラ実施後に組織に残る人々への対応には

ついてはほとんど目が向けられていない。こうした現状について今一度振り返っておく必要

があるのではないだろうか。 

リストラはもともと、組織の機能の無駄を廃し効率化するために組織を再構築することを

目的としているが、リストラ実施が経済的効果を上げているとは必ずしもいえない。Cascio, 

Young, &Morris（1997）や Morris, Cascio, &Young（1999）によれば、アメリカ企業の約

半数は、ダウンサイジング実施後に生産性が落ちており、執行役員の約 3 分の１はダウンサ

イジングの実施が期待された結果をもたらさないと回答している。多くの研究では、リスト

ラ実施後に自分自身あるいは組織に対して否定的な反応を示すことが報告されており、本稿

ではそうしたリストラが組織に残された人々へ与える心理的影響に関する研究を中心にレビ

ューする。 

 

 

Ⅱ．サバイバー・シンドロームに関する研究 

 

リストラによって同僚や友人が退職を余儀なくされるのを見ながらも、自分自身はリスト

ラ後も企業に残るという従業員は、特有の心理的反応を示す。リストラによって非自発的な 
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従業員の退職があった後も企業に留まる従業員のことを「サバイバー（survivor）」と呼び、

彼らが示す一連の反応は「サバイバー・シンドローム（survivor syndrome）」、もしくは「サ

バイバー・シックネス（survivor sickness）」と呼ばれる。サバイバーという用語はもともと

個人に対して大きな打撃を与えるような出来事（戦争、災害、事故、犯罪等）に遭遇し、そ

のために精神的外傷を負った人々を意味する言葉である。サバイバーを対象とした研究とし

ては、第二次大戦下のホロコーストの生存者や原爆投下後の広島における生存者を対象とし

た研究、爆発事故を起こしたスペースシャトル、チャレンジャー号の打ち上げプログラムに

関与した人々を対象とした研究等がある。 

アメリカの研究では、ダウンサイジング（組織の規模縮小）やそれに伴うレイオフ(強制的

な一時休業や解雇)によるネガティブな心理学的影響は、レイオフを宣告された人々に留まら

ず、レイオフを免れて組織に残留した従業員にも波及しているとされる。リストラクチャリ

ング（事業再構築）やダウンサイジング、レイオフによる人員整理の対象から免れて職場に

残された従業員は、レイオフ・サバイバー（layoff survivors）と呼ばれている。 

Cascio（1993）は、レイオフ・サバイバーが示す特有の反応を「サバイバー・シンドロー

ム」と呼んだ。Brockner（1988）や Cascio（1993）は、その否定的反応として、図１のよ

うな特徴を示すとしている。最悪の場合は、サバイバーの健康が脅かされ、病欠による欠勤

が多くなるとされる（Kivimäki,Vahtera,Thompson et al.1997;Vahtera,Kivimäki, 

Penttti et al.2004）。 

 

図１ サバイバーの心理的反応 

（Brockner（1988）、Cascio（1993）、および Ketz de Vries&Balazs（1997）に基づいて作成） 

 

リストラから生き残った従業員は、リストラが行われた後に職場や組織に対して、仕事へ

のモチベーションが向上する（Brockner, 1988）、自分の所属する組織に対するオーナーシッ

プ（経営に対する当事者意識・参画意識や、与えられたミッションに対する自発性）を意識

するようになる（O’Neill&Lenn, 1995）、自発的に自分の役割外の仕事も行う（Bies,Martin,& 

Brockner, 1993）といった肯定的な反応も報告されている。 

 しかし、多くの研究では、組織あるいは個人に対して否定的な反応を示すことが報告され

ており、Mishra&Spreitzer（1998）はサバイバーの反応を図２のように類型化した。 

①同僚の解雇に対する手続き上の不正・不公平に対する怒り 

②抑うつ 

③次は自分が解雇される番かもしれないという不安 

④同僚が解雇されたにも関わらず、自分が雇用され続けていることについての罪悪感 

⑤上級管理職に対する不信感 

⑥自信喪失 

⑦会社への帰属意識（組織コミットメント）の低下 

⑧モチベーションの低下 

⑨職務に対する自覚の欠如 

⑩人員削減による個人あたりの作業負荷の増大や「サービス残業」に代表される長時間労働

によって、バーンアウト（燃え尽き症候群）が生じ、結果的に作業能率の低下を招くこと 
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建設的 

 

 

 

消極的 

 

 

 

丁重な反応「忠実な追従者」 

 冷静、安堵、忠誠、傾倒、 

命令に従う、決まりきった行動 

希望に満ちた反応「積極的支持者」 

希望、興奮、楽観主義、 

問題の解決、主導権をとる 

 

 

 

積極的  

 

 

 

臆病者の反応「歩く負傷者」 

 心配、恐怖、不安、無力感、 

 引きこもり、遅延 

シニカルな反応「口喧しい評論家」 

 怒り、嫌悪、道義的侵害、 

皮肉な態度、中傷行為、報復 

破壊的 

図２ Mishra&Spreitzer（1998）によるサバイバーの反応類型 

 

日本では、坂爪（1999）がサバイバーの反応を、「サバイバー自身の反応」「他者に対する

反応：経営陣に対する怒りや不信感」「自分の職務や企業との関係に関する認識変化」の３つ

に分類した。 

「サバイバー自身の反応」としては、リストラを経験したことでサバイバーは怖れや罪悪

感・バーンアウト等の反応が生じ、最も顕著なものは、次は自分がリストラされるかもしれ

ないという怖れであるとしている。また、その怖れは仕事遂行へのモチベーションを低下さ

せ、リストラされないように懸命に働くといった意識が強くなるため、仕事の内容そのもの

に対する興味関心が低下する。また、リスクのある仕事を回避しようとする傾向も見られる。

さらに、他人より好業績をあげることによって、次は自分かもしれないという怖れを打ち消

そうとするあまり、同僚との関係が競争的になり緊張感が高くなる。仕事量は削減されない

まま人員削減が行われると、サバイバーの仕事量が増加するが、それに対する付加的な報酬

が与えられることはほとんどない。そうした状況下におかれたサバイバーは、いずれバーン

アウト（燃え尽き）につながり仕事の効率が低下するとされている。 

「他者に対する反応：経営陣に対する怒りや不信感」について、サバイバーは同僚の退職

に対して、なぜ彼らが退職しなければならなかったのか、他に退職すべき人がいるのではな

いかといった不公平感を持つとされる。また、高業績の時には経営陣がその恩恵に預かった

にも関わらず、業績が低迷した時にはそのつけを自分たちに回しているのではないかという

不公平感を感じる。さらに、なぜリストラを実施するのか、それはどのようなプロセスで進

められるのか、退職者はどのような処遇を受けるのかといったリストラ計画に関する情報が

十分に開示されない場合や、リストラを進めることに対してトップが悔悛の情を表明しない

といったことがあると、強い怒りを感じる。管理職の中には、場当たり的にリストラを実施

しているだけで、その戦略的方向性が見えないことに対する不満を感じる人も多い。また、

このような反応は経営陣に対する怒りや恨み、不信へとつながる。経営陣に対するこのよう

な感情はサバイバーのコミットメントやモラール、忠誠心の低下やサボタージュ、生産性の

低下を招く。また、経営陣に対して中傷を行う人々も出てくるとしている。 

「自分の職務や企業との関係に関する認識変化」として、リストラはサバイバーに対して

心理的契約（psychological contract）や職務保証（job security）に関する認識の変化を生じ

させるとしている。心理的契約とは、企業と従業員が相互に期待しあう暗黙の依存関係のこ 
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とである。「忠誠心を持って懸命に働くならば（企業の個人に対する期待）、長期雇用が保証

される（個人の企業に対する期待）」、「転勤・異動等について企業からの指示に従うならば（企

業の個人に対する期待）、企業がある程度のキャリア形成に責任を持つ（個人の企業に対する

期待）」といったことが、組織における共依存といえる。しかし、リストラは企業がこの心理

的契約（共依存関係）を破棄するものであると捉えられる。その結果、会社に裏切られたよ

うに感じ、不信感を強く示す。また、サバイバーは自分の職務保証が非常に不安定になって

きたと認識するようにもなる。彼らは「いつまで自分の仕事があるかわからない」「自分の能

力がいつまで必要とされるかわからない」と認識するようになり、「次は自分がリストラされ

るかもしれない」という怖れにつながるとしている。これについては、同時に新たな学習の

動機付けとなることや、今後の自分のキャリアについて考えるきっかけにもなり、このよう

な不安定さの認識は、あまりにも高いもしくはあまりにも低いと生産性を低下させるが、中

程度の時には生産性が向上するとされる。 

 

 

Ⅲ．リストラされた従業員の否定的反応を緩和する要因 

 

サバイバーの心理学的、産業衛生的な問題を緩和する要因としては、ひとつにエンパワー

メントの役割が挙げられる。エンパワーメントは、「従業員に大きな権限を与えるとともに、

従業員自らが設定した目標に責任を持たせることによって、従業員が自立的に問題解決に取

り組む環境を醸成し、それを促すこと」と定義される。ダウンサイジングを経験した後のサ

バイバーは概して組織コミットメントが低下する傾向があるが、エンパワーメントの高いサ

バイバーは、レイオフ経験後においても高い組織コミットメントを維持できていた

（Spreitzer,Mishra,2002）。 

 Brockner,Spreitzer,Mishra et al.(2004)の研究でも、サバイバーの自己決定感の高さが、

レイオフに起因する否定的な反応を緩和することが報告されている。自己決定感の低い従業

員は、ダウンサイジングがされた・されなかったかによって、組織コミットメントに違いが

見られた（実施された群では組織コミットメントがより低かった）が、自己決定感の高い従

業員では、ダウンサイジングの実施の有無に関係なく、組織コミットメントが高かった。さ

らに、ダウンサイジングによって（個人的に）健康状態に悪い影響を感じていても、自己統

制感が高い従業員は職務パフォーマンスにあまり影響を受けていなかった。これらの研究結

果から、仕事に関わるエンパワーメントがリストラ実施に伴う従業員への悪影響を緩和する

効果があると思われる。 

サバイバーに関する心理学的研究は主としてアメリカで行われてきたが、日本では関連研

究の紹介はなされていたものの（坂爪，2002）、実際に心理学的視点から行われた研究はほ

とんどなかった。また、日本の企業の執行役員はリストラクチャリングが残された徴候に及

ぼす影響についてあまり関心を持っていないとする報告もある（Robinson,Shimizu,2007）。

田中（2007）の調査では、職場において自身にもリストラの影響が降りかかってくると感じ

ている人は、以下の特徴を示したとしている：①ストレス反応としての心理的・身体的反応

（身体的不調徴候、苛立ち感）をより多く訴えがちであった。②仕事に対するエンパワーメ

ントを感じにくかった。これらは、リストラクチャリングやダウンサイジングを実施してネ 
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ガティブな結果をもたらさないためには、従業員のエンパワーメントをいかに低下させずに

実施するかが重要であることを示唆していた。また、自身が雇用調整の対象と考えている回

答者は、20％弱であり、Kalimo et al.（2003）によるアメリカのデータと比較すると、彼ら

のデータにおいて、「起こるかもしれない」「たぶん起こる」の回答率が 4.0～9.0％であった

ことからすれば、かなり高い割合であったといえ、将来に来るかもしれないリストラの脅威

を強く感じているといえる。しかし、ビジネス分野における国際的な競争激化の中、リスト

ラは日本企業にとって避けて通ることの出来ない選択肢となっている。そのため、リストラ

を実施する企業はサバイバーの示す否定的反応をできるだけ緩和する方法を検討しなければ

ならない。その具体的対策として、①リストラ計画に関する情報（理由や概要、退職者に対

する悔悛など）の充分な開示、②リストラ退職者に対する退職手当等金銭面を含めた支援プ

ログラムの提供、③リストラ退職者選定における公平性の維持、④サバイバーのエンパワー

メントを支援するような職務の再設計、について多くの研究で指摘されている。坂爪（1999）

は、破壊されてしまった企業と従業員間の心理契約（共依存関係）：「忠誠心を持って懸命に

働くならば（企業の個人に対する期待）、長期雇用が保証される（個人の企業に対する期待）」

の再構築や、より短期的・成果主義的条件のもとで、どのような心理的契約を結ぶかを今後

の対応策の課題として挙げている。さらに、今後個人は、自身のエンプロイヤビリティ（雇

用されうるだけの能力）やキャリア形成に対して今まで以上に責任を持ち、同時に、企業も

こうした個人の活動を支援する環境の整備を行うことが必要だとしている。 

リストラクチャリングやダウンサイジング、レイオフに関する心理学的研究はアメリカで

多く行われてきた。特に、1980 年代後半、アメリカ経済は深刻な不況に苦しんでいた。当時

多くのアメリカ企業では、不況への対策の一環として組織の効率性や生産性、競争力を向上

させることを目的として、計画的に職務や管理職のポストを削減した。その結果、多くの従

業員が人員整理の対象となり、残された従業員も業務過重によって過酷な日々を強いられた。

こうした背景から、企業のリストラが従業員に及ぼす心理学的影響に関する研究が多くなさ

れてきた。しかし、日本国内ではリストラ後に組織へ残る従業員の心理的、行動的側面への

影響については、まだまだ研究が進んでいるとは言い難い。今後日本においても更なる知見

の蓄積が望まれる。 
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